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　手　　　段
(ここから活動
指標を導きま
す）

１　計　画　（プラン）

昭和６３年に国から交付された「ふるさと創生基金」を原資しとして、「きたひろしま人材育成基金」を創設。きたひ
ろしま人材育成委員会が中心となり、エルフィン大学など人づくりを目的とした事業を進めてきた。平成１１年度を
もってきたひろしま人材育成委員会が解散し平成１２年度は直営で運営したが、原資である「きたひろしま人材育
成基金」の趣旨を勘案すると、市民自らが企画・運営することが望ましいことから、平成１３年度以降は企画委員
会が企画・運営している。

事務事業開始の
きっかけ（導入当
初の目的等）

　目　　　的
(ここから成果
指標を導きま
す）

対　　象
(誰､又は何を)

　　　意　　図
（何をねらっている
のか｡対象をどのよう
な状態にしたいの
か）

節
施策

社会教育

きたひろしま人材育成基金条例根拠法令等
　事務事業開始年度

　〃 終了予定年度

可児正樹 作成日 平成１６年６月事務区分 部長職名■自治事務　　□法定受託事務　 山内平一郎
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学習機会の充実

上位施策との関
連（総合計画での
位置付け）

【きたひろしまエルフィン大学企画委員会活動内容】
・講演会の開催（６回）
・特別ゼミナールの開催（１回）

施策）

章 豊かな心と個性ある文化をはぐくむまち

16
年
度

市が行った
（行う）事務事
業の具体的
な実施内容
（※団体補助
等の場合は
その補助金
による団体の
活動内容を
記載）

　平成１6年度事務事業評価調書（継続用）　　　　北広島市別紙３

Ｈ１３

整理番号 40-2 作成部署生涯学習部社会教育課 内線８９５

課長職名

１４年度（決算）

概ね１８歳以上の市民

市民の多様な学習意欲に応えるとともに、ネットワークづくりやまちづくりに対する意欲
の向上に資することを目的とする。

年間会員数

一般財源

①合　計

②人　数（年間）

1,035

１5
年
度
まで

その他特財

２　実　施　（ドゥ）

国支出金

道支出金

（単位：千円）

621

地方債

指　　　標

活動指標

（事務事業の
活動量や実
績）

事業開催数

効率指標

（主要活動単
位当たりコスト）

（総事業費/のべ受講者数）

受講者１人あたりの事業費

成果指標

（目的の達成
度を測るもの
さし）

指　　　標(算式）
１４年度 １５年度 １６年度（目標）

のべ受講者数

７回

３，６８６円

６回

８９１人

３，５４４円

８１０人 １，０００人

【事務事業を評価する指標（ものさし）】

③１人当り年間平均人件費

④＝②×③

　総　事　業　費 ①＋④

１６年度（予算） １７年度（予定）

指　　　　　標　　　　　値

１３７人 ９５人

１５年度（決算）

１３０人

１７年度（目標）

【きたひろしまエルフィン大学企画委員会活動内容】
・講演会の開催（６回）
・出前講座の開催（１回）

直接事業費

【事業費の推移】

人 　件 　費
（概算）

区　　　　分

７回

２，９００円

 エルフィン大学運営事業事務事業名



市民の学習意欲には概ね応えていると思
われる。また、企画委員同士の交流も活発
なことから、ネットワークづくりも着実に進
んでいる。企画委員の市民に対する人づく
りに対する意識が高い。

より多くの市民に受講してもらえるよう、広
報を強化する。受講生の増加が収入の増
加につながり、コスト減になる。各種助成
金を活用する。市民の人づくりのみなら
ず、企画委員の人づくり・人材の活用につ
いても考える必要がある。

受講生が微減傾向にある。平成１５年
度から北海道市町村振興協会助成金
を活用している（平成１７年度まで活用
可能）

時代の流れや市民が求めているものを把
握し、行政としてのスタンスを明確にしたう
えで、企画委員会と協議しながら魅力ある
講座づくりに努めていく。また、原資の残
額が少なくなっていることから、基本的な
財源確保にも努めていく。

企画委員会で、平成１６年度・１７年度
に検討を行う。

判定の説明や課題 改善の方法

判定の説明や課題 改善の方法

事務的作業の中で、例えば受講者だ
よりの編集・発行等、企画委員が積極
的に関わることができることがないか
検討を行う。

より多くの市民に受講してもらうことを目的
としてきた。平成２年度に人材育成委員会
が企画・運営を始めてから１５年目を迎
え、開始以来ののべ受講者数が約1万８千
人となったことから、見直しする必要があ
る。

どのような目的かで、企画・運営方法
が変わってくる。企画委員会で、平成
１６年度・１７年度に検討を行う。

講座の開催時期や内容、講師の選定
等、エルフィン大学運営の意思決定
は、全て企画委員会で決定されてい
る。「きたひろしま人材育成基金」の趣
旨と照らし合わせると、妥当と考えられ
る。

□該当しない

エルフィン大学運営の意思決定は市
民による企画委員会で決定されてお
り、行政はアドバイスや事務的作業を
行っている。

□適切

□適切

■改善の余地
あり(⇒改善の
方法記入）

今後の方向性等

市民に対する生涯学習の普及の契機とはなっているが、受講者が
微減傾向にあり、アンケート調査による市民ニーズの把握や効果を
検証しながら企画・運営の見直しが必要。
さらに、財源確保に向け、受講料の見直しも検討すべき。

□統合する(検討含む）

□縮小する(検討含む）

□終了

身近な学習機会として、また、ネットワークづくりの場としてエルフィ
ン大学の果たす役割は大きいものがあると考えられる。今後は、札
幌圏という地の利を活かし、地域の人材を積極的に活用するなどし
て、より身近でより時代の流れや市民が求める内容の講座を目指し
ていくべきと考える。

受益者負担の妥当性

行財政構造改革推
進本部の総合判定

３　評　価　（チェック）と改善（アクション）

手段の妥当性

□拡大・重点化する

□現状のまま継続する

【１次評価】

年間６回の講座で、年間受講料を個人
３千円・ペア５千円、1回ずつ受講の場
合１千円で設定している。今後の企
画・運営方法によっては、受講料の見
直しも考えられる。

【事務事業担当部局内優先度】

事務事業担当部局
の総合判定

【上記３の評価と改
善を踏まえ、今後の
方向性についての総
合判定と改善方法等
を記入】

□拡大・重点化する

□現状のまま継続する

【市が実施すべき事務事
業ですか。市民・企業等
での実施可能性はありま
せんか】

□廃止・休止する(検討含む）

□縮小する(検討含む）

□廃止・休止する(検討含む）

□終了

　判　　　　定

■見直しの上で継続する

■Ａ 　　　 □B    　　□C

※部局で所管するすべての事務事業の中で、この事務事業の位置づけはどの程度ですか

■見直しの上で継続する

□統合する(検討含む）

【２次評価】

【有効性と効率性の評価と改善の方法】

　判　　　　定

□あまり成果が上がっていない

□成果が上がっていない

□十分成果が上がっている

■概ね成果が上がっている

今後の方向性や改善方法など

□かなり非効率

４　総合判定と今後の方向性

判　　定
有効性の評価

【意図した成
果は上がって
いますか】

項　　目 判　定
【妥当性の評価と改善の方法等】

整理番号 40-2

■改善の余地
あり(⇒改善の
方法記入）

【現在の手段は適切です
か。もっと効率的で有効
な手法はありませんか】

【手法は効率
的ですか。コ
スト節減の方
法はありませ
んか】

行政関与の妥当性 □適切

□やや非効率

【受益者負担の適正化の
余地はありませんか】

■適切

【社会経済情勢や市民
ニーズの変化などから、
設定した対象や意図は妥
当ですか】

■改善の余地
あり(⇒改善の
方法記入）

効率性の評価

■概ね効率的

□十分効率的

事務事業を取り巻く
社会環境の変化や
今後の予測・他市
町村の動向等

生涯学習に対する市民の意識が高まる中、エルフィン大学の果たす役割は年々大きくなってきている。
市民の身近な学習機会の提供の場として、継続していく必要がある。一方で原資である「きたひろしま
人材育成基金」の残額が少ないことから、企画・運営のあり方について見直す時期にきている。

項　　目

目的の妥当性

□改善の余地
あり(⇒改善の
方法記入）



■事業費のみに充当

132 105

41

0

3

補助・交付金の対象経費（項目） すべての経費 すべての経費 すべての経費

構成員（団体）数 （１６年３月末現在）７人

1,634

□運営費のみに充当 □運営費・事業費の双方に充当
補助金等の充当
状況（15年度）

事務局の状況
（15年度）

繰越金 収入（Ｂ）－支出（Ｃ） 0 0

15年度（決算）

設立年 平成１３年

1,600

補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書　　　

整理番号 ４０－２

交付先の名称及
び代表者名

きたひろしまエルフィン大学企画委員会　委員長　佐藤清一

63 ％ 39 41％

1,634 1,590

63

補助・交付金の算出根拠

使用料

全体支出に対する本市補助・交付金の割
合(A)÷(Ｃ)

定額１３０万円（決算額に応じて精算）

1,600

％
対象経費に対する補助・交付金の割合
　(Ａ)÷(Ｄ)

％ 39 ％ ％

1,6001,590

0

別紙５ 　　　　　　　　　　　　　　　　  付　表　　　　　　

【交付先団体等の概要】

補助金･交付金
名

エルフィン大学運営事業

53

1,350

35

1,425

1,590

30

1 2 5

26 50

650

【交付先団体等の決算･予算の状況】

収　　入

650

　　　　収　入　合　計（Ｂ） 1,634

300受講料

本市補助・交付金の額 （Ａ）

北海道市町村振興協会助成金

16年度（予算）

621

620

600

（単位：千円）

349

14年度（決算）区　　　　分

1,034

研修費（講習会,研究会,視察）

旅費

12

需用費 236

補助・交付金の対象経費（金額）（Ｄ）

交付先団体等の
活動目的

交付先団体等の
活動内容

市民の多様な学習意欲に応えるとともに、ネットワークやまちづくりに対する意欲の向上に資す
ることを目的とする。

講演会の開催（６回）
特別ゼミナールの開催（１回）

□補助団体にある ■市役所にある

支　　出

　　　　支　出　合　計（Ｃ）

役務費

報償費　

43

1,316


